
申請時の注意点
１ʷ１．納税証明書・非課税証明書について
●個人事業主の場合
北区の税務課税務係が発行する納税証明書が必要です。
課税証明書ではありません。
非課税の事業主の方は非課税証明書が必要です。
下記見本の①に書かれている証明年度が令和５年度（令和４年分）
と記載された証明書を取得してください。
（令和６年度は納期未到来分があるため）

〇

×

②に書かれている未納額が0円であることを確認してください。
証明書の発行は税務課税務係（北区役所第一庁舎2階12番窓口）
や区民事務所（王子・赤羽・滝野川）、又は郵送による請求が
できます。
参考リンク（北区税務課）
http://www.city.kita.tokyo.jp/zeimu/kurashi/zekin/shome/shurui/index.html

見本
②

①

令和5年度（令和4年分） 特別区民税・都民税 納税証明書

令和6年度（令和5年分） 特別区民税・都民税 納税証明書

令和5年度（令和4年分）

東京都北区⾧
山田 加奈子



１ʷ２．納税証明書・非課税証明書について
●法人の場合
税金の滞納がないことを確認するため、東京都主税局の都税事務所で
取得できる法人都民税の納税証明書が必要です。
国税庁の税務署が発行する法人税の納税証明書ではありませんので
ご注意ください。

参考リンク（東京都主税局）
https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/jimusho/index.html

〇 都税事務所が発行
税務署（国税）が発行×

見本見本



２．書き直しとなる書類の例
●こすると消せるボールペンは一切お使いいただけません。
●修正液・テープは訂正箇所によらず、一切お使いいただけません。
●お名前や補助金申請額、補助金請求金額など、書面の根本的事項は
訂正印による訂正ができません。書き損じがある場合には書き直しを
お願いしています。

修正テープによる訂正（修正テープは一切使用不可）
二重線に訂正印（根本事項は訂正不可）

×
×

３．補助対象金額についての注意点
●消費税や利用ポイント分は補助対象になりません。

消費税
ポイント利用分

×
×

×修正テープによる訂正 ×二重線に訂正印

㊞

例
キャッシュレス決済端末

付属機器



４．支出経費の確認資料について
●代金を支払ったことが分かる明細付きの領収書等の資料をご用意
ください。

領収書（1品ごとの明細付き）
明細のない領収書＋明細付見積
請求明細＋振込通帳のコピー
明細のあるレシート など
領収書に記載の金額のうち、税抜きの金額のみが補助対象です。

納品書や請求書のみ
明細のない領収書のみ
振込通帳のコピーのみ

など

〇
〇
〇

×
×
×
５．会社概要について
●小売業またはサービス業の中小企業者であり、
創業１年以上であることを確認するため会社概要の提出が必要です。

法人：履歴事項全部証明書の写し
※補助対象とする本店及び主たる事業所の本店登記
及び支店登記がなされていること。
主たる事業所の場合は、区内に支店があるだけ
では補助対象となりません。支店として登記され、
履歴事項全部証明書に記載されていることが必要
です。

個人：開業届の写し
など

〇

〇

〇


